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目的　介護保険の認定審査資料を分析し，在宅生活開始時の介護サービス利用状況と，その後の障
害高齢者の日常生活自立度維持期間との関連を明らかにすることを目的とした。また，観察開
始年度が平成17年度までと18年度以降とでその関連に相違があるのかを検討する。

方法　平成11年10月から平成29年 3 月までの期間にＴ県Ｎ郡にて介護認定を受け，更新回数 4回以
内に自宅での介護認定調査が行われた第一号被保険者から，年齢95歳以上，要介護度 3以上，
ADLランクＢ，Ｃ，認知度Ⅲ以上の者を除く5,231名分の介護認定審査資料を対象とした。
ADL維持期間は在宅生活を開始した時点からADLランクＢ，Ｃの記載がある申請情報までと
し，最長60カ月で観察を打ち切った。介護サービス利用状況は在宅生活開始の申請情報から把
握し， 1度でも利用のある者は利用有， 1度も利用のない者は利用無とした。性別，年齢階級
別，要介護度別，ADL別，認知度別にADL維持期間の25パーセンタイル値をKaplan-Meier法
を用いて算出した。次に各介護サービスにおいて観察開始時のADL別に性別，年齢階級，認
知度を共変量としたCox比例ハザードモデルを用いて，サービス利用有を基準としたADL悪化
のハザード比と95％信頼区間を求めた。通所サービスにおいては，ADLランクがJ2，A1，A2
の者を対象にサービス利用有かつ後期（平成18年度以降に観察開始），サービス利用無かつ後
期を基準としたADL悪化のハザード比と95％信頼区間を求めた。

結果　各特性のADL維持期間の25パーセンタイル値を求めた結果，すべての特性においてADL維
持期間に差を認め，各特性のランクが自立に近いほどADL維持期間は長い結果となった。各
特性を調整した結果，通所サービスでは観察開始時ADLがJ2，A1，A2において，サービス利
用無群は利用有群に比べてADL悪化のリスクが有意に高く，そのハザード比はそれぞれ1.21，
1.49，1.24であった。在宅生活開始年度の前期（平成17年度以前に観察開始）と後期で比較し
た結果，有意な差は認められなかった。

結論　ADLランクがJ2，A1，A2の者において在宅生活開始時の通所サービス利用がその後のADL
維持に有効であることが認められた。在宅生活開始年度の違いを検討した結果，明らかな差は
認められなかった。

キーワード　介護サービス，ADL維持，要介護高齢者

Ⅰ　緒　　　言

　わが国の高齢化は世界でも類をみないほど進

行が早く，高齢化率は増加し続けており，同時
に介護が必要な要介護高齢者も増加し続けてい
る。平成22年に487.0万人であった要介護認定
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者は，平成27年では607.7万人と， 5年間で約
120万人増加1）しており，これからも高齢者の
増加に伴い要介護高齢者も増え続けることが推
測される。要介護者の生活を支援していくため
に平成12年に介護保険法が施行された。介護
サービスは要介護者の生活を支えることを目的
として提供されており，寝たきり予防等要介護
者のADL維持向上も図られている。特に平成
17年の見直しでは介護予防に力点を置いた予防
重視型システムへの転換がなされ，高齢者の
ADL維持・改善に強く意識が向けられるよう
になった。
　先行研究ではADLに関する因子を横断的に
調査した研究2）-8）や，ADLを縦断的に追跡し，
ADL維持に関する因子を調査した研究がある。
縦断調査の結果では，社会活動性が低いほど
ADLの低下を示すこと9），機能改善は年齢の低
い方で起こりやすく，高齢者における機能障害
は固定したものではないこと10），男性では単独，
喫煙者でADL低下率が高く，女性では飲酒者
でADL低下率が高いこと11），地域集団への参加
頻度が 3年後のADL障害の出現と関連してい
ること12），ADLの低下は生活パターンと関連し
ていること13），家事型高齢者がADLを維持しや
すいこと14），買い物，庭仕事，洗濯や掃除を行
うことが自立度維持と関連していること15），歩
行能力との関連16）-18），退院後の療養指導が寝た
きり予防になること18），自己効力感が低いこと
や，老研式活動能力指標19）の得点が低いことが
自立度低下と関連していること20）21），在宅期間
が短いことや，介護サービスの利用率が低いこ
とが FIM（Functional Independence Mea-
sure）22）23）の低下と関連していること22），脳卒中
や認知症がある者において障害自立度の維持期
間が短くなること24）等が述べられている。
　様々な角度でADLに関する研究が行われて
いるが，ADLの定義はFIMの点数や日常生活
動作の自立状況など様々であった。ADL維持
に関しても 2時点での推移を観察したもの，以
前と比較して状態の違いを観察したものはみら
れるが，寝たきりになるまでの期間を中長期的
に観察したものはみられず，また介護サービス

利用有無でその期間を比較した研究は見当たら
ない。どのような介護サービスの利用が寝たき
りになるまでの期間を延長するのに有効であっ
たのかを検証することは，今後の介護サービス
の効率的かつ効果的な利用につながると考える。
　そこで本研究では介護保険の認定審査資料を
分析し，在宅生活開始時の介護サービス利用状
況と，その後のADL維持期間との関連を明ら
かにすることを目的とする。また，観察開始年
度が平成17年度までの者と18年度以降の者でそ
の関連に相違があるのかを検討した。

Ⅱ　対象と方法

（ 1）　対象
　平成11年10月から平成29年 3 月までの期間に
Ｔ県Ｎ郡で介護認定を受け，更新回数 4回以内
に自宅での介護認定調査が行われた第一号被保
険者の介護認定審査資料を対象とした。分析対
象者は，年齢95歳以上，要介護度 3以上，ADL
ランクＢ，Ｃ，認知度Ⅲ以上の者を除外した
5,231名（男性1,822名，女性3,409名）であった。
　この地域は平成26年10月 1 日現在の人口約 5
万人，高齢化率30.2％の農村地域であり，65歳
以上の人口に占める要介護認定者の割合は
17.1％である。

（ 2）　特性の分類
　観察開始時の年齢，要介護度，ADL，認知度，
年度を収集した。年齢については，65～74歳，
75～84歳，85～94歳の 3群に分類，要介護度に
ついては，要支援 1と要支援 2（以後：要支
援），要介護 1，要介護 2に分類，ADLについ
ては障害高齢者の日常生活自立度25）（以後：
ADL）を用い，自立とランクJ1，ランクJ2，
ランクA1，ランクA2の 4群に分類，認知度に
ついては認知症高齢者の日常生活自立度25）を用
い，自立，ランクⅠ，ランクⅡの 3群に分類，
観察開始年度を平成17年度までの者（以後：前
期）と平成18年度以降の者（以後：後期）の 2
群に分類した。
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（ 3）　ADL維持期間の算出
　観察開始日は自宅での介護認定調査が行われ
た時の申請の認定有効開始日とした。ADL悪
化はADLランクＢもしくはＣとなった時点と
して，その記載のある申請の認定有効開始日を
観察終了日とした。また，ランクＢもしくはＣ
の記載のない者は，最終申請の認定有効終了日
を観察打切日とした。追跡不可能，転帰情報記
載のある者はその時点を観察打切日とした。な
お，最長観察期間は60カ月間（ 5年間）として
観察開始日から60カ月経過した時点を観察打切
日とした。観察開始日から観察終了日または，
観察打切日までの期間を月数で算出し，ADL
維持期間とした。

（ 4）　介護サービス利用状況の把握
　系統に応じた介護サービスの効果を評価する
ため，介護認定審査資料により得られた介護
サービスを 4種類に分類した。訪問介護，訪問
入浴介護，訪問看護，訪問リハビリテーション，

居宅療養管理指導を「訪問サービス」として，
通所介護，通所リハビリテーションを「通所
サービス」として，短期入所生活介護，短期入
所療養介護を「短期入所サービス」として，福
祉用具貸与をそのまま「福祉用具貸与」として
分類した。初回申請から在宅生活の者は， 1度
目の更新情報から介護サービス利用状況を把握
し，途中申請から在宅生活の者は在宅開始時の
申請から介護サービスの利用状況を把握した。
1度でも利用のある者は利用有， 1度も利用の
ない者は利用無とした。

（ 5）　分析方法
　性別，年齢階級別，要介護度別，ADL別，
認知度別にADL維持期間の25パーセンタイル
値をKaplan-Meier法を用いて算出した。有意
性の検定にはlog-rank検定を行い，有意水準は
5％とした。各介護サービスにおいて観察開始
時のADL別に性別，年齢階級，認知度を共変
量としたCox比例ハザードモデルを用いて，
サービス利用有を基準としたADL悪化のハ
ザード比と95％信頼区間を求めた。さらに，通
所サービスにおいては，ADLランクがJ2，A1，
A2の者を対象にサービス利用有かつ後期，サー
ビス利用無かつ後期を基準としたADL悪化の
ハザード比と95％信頼区間を求めた。

（ 6）　倫理的配慮
　倫理的配慮について情報収集は，介護保険の
保険者管理責任者の許可を得て実施し，情報の
収集は個人が特定できる氏名，住所等個人情報
を削除して分析用IDをつけ，連結不可能匿名
化に処理した後にデータを収集，分析を行った。
なお，本研究は富山大学の臨床・疫学研究等に
関する倫理審査委員会の承認を得て実施した
（臨認28-109，平成29年 2 月20日）。

Ⅲ　結　　　果

（ 1）　分析対象者
　ADL別においては，自立・J1では男性116人
（6.4％），女性152人（4.5％），J2では男性663

表 1　分析対象者の人数分布
（単位　人，（　）内％）

男性 女性

全体 1 822(100.0) 3 409(100.0)
年齢階級
　65～74歳 299( 16.4) 337(  9.9)
　75～84 835( 45.8) 1 549( 45.4)
　85～94 688( 37.8) 1 523( 44.7)
要介護度
　要支援 743( 40.8) 1 606( 47.1)
　要介護 1 783( 43.0) 1 472( 43.2)
　要介護 2 296( 16.2) 331(  9.7)
ADL
　自立・J1 116(  6.4) 152(  4.5)
　J2 663( 36.4) 1 298( 38.1)
　A1 544( 29.9) 1 175( 34.5)
　A2 499( 27.4) 784( 23.0)
認知度
　自立 410( 22.5) 861( 25.3)
　Ⅰ 728( 40.0) 1 230( 36.1)
　Ⅱ 684( 37.5) 1 318( 38.7)
訪問サービス
　利用無 1 551( 85.1) 2 905( 85.2)
　利用有 271( 14.9) 504( 14.8)
通所サービス
　利用無 1 105( 60.6) 1 980( 58.1)
　利用有 717( 39.4) 1 429( 41.9)
短期入所サービス
　利用無 1 767( 97.0) 3 317( 97.3)
　利用有 55(  3.0) 92(  2.7)
福祉用具貸与
　利用無 1 538( 84.4) 3 038( 89.1)
　利用有 284( 15.6) 371( 10.9)
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人（36.4％），女性1,298人（38.1％），A1では男
性544人（29.9％），女性1,175人（34.5％），A2
では男性499人（27.4％），女性784人（23.0％）
であった（表 1）。

（ 2）　各特性別ADL維持期間の25パーセンタ
イル値

　性別の分析から男性は29カ月，女性は40カ月
であり，女性は男性に比べてADL維持期間が
有意に長かった（ｐ＜0.001）。ADL別におい
てADL維持期間の25パーセンタイル値は，自
立・J1では男性53カ月，女性60カ月以上，J2で
は男性37カ月，女性55カ月，A1では男性27カ
月，女性37カ月，A2では男性18カ月，女性26
カ月であり，ランクが自立に近いほどADL維
持期間が長かった（ｐ＜0.001）。男女共にその
他の特性の要介護度，認知度においても，各特
性の中でランクが自立に近いほどADL維持期
間が長かった（ｐ＜0.001）（表 2）。

（ 3）　介護サービス利用とADL維持期間との関連
　訪問サービスにおいて観察開始時ADLラン
クがA2では，サービス利用無群は利用有群に
比べてADL悪化のリスクが低い傾向（ｐ＜
0.1）であり，ハザード比は0.79であった。通
所サービスでは観察開始時ADLがJ2，A1，A2
において，サービス利用無群は利用有群に比べ
てADL悪化のリスクが有意に高く，そのハザー
ド比はそれぞれ1.21（ｐ＜0.05），1.49（ｐ＜
0.001），1.24（ｐ＜0.05）であった。自立・J1
では有意なハザード比は得られず，その他の介
護サービスにおいても有意なハザード比は得ら
れなかった（表 3）。

（ 4）　観察開始年度前期，後期による違い
　通所サービスにおいて前期，後期の比較では
明らかなADL維持期間の差は認められなかっ
たが，通所サービス利用有群の前期，後期比較
ではJ2，A1，A2いずれでもハザード比は1.1
より大きな（A1；ハザード比1.25，ｐ＜0.1）
値を示した（表 4）。

Ⅳ　考　　　察

　性別，年齢階級，要介護度，認知度はすべて
の特性のランク間でADL維持期間に差がある
ことが認められ，それらを調整した結果，観察

表 2　各特性別ADL維持期間の25パーセンタイル値（月数）
（単位　カ月）

25パーセンタイル値（標準誤差）

男性 女性

全体 29(1.25) 40(1.32)
年齢階級
　65～74歳 35(4.11) 55(n.d.)
　75～84 30(1.86) 43(1.87)
　85～94 26(1.83) 35(1.39)
要介護度
　要支援 32(1.92) 52(n.d.)
　要介護 1 28(1.97) 37(1.27)
　要介護 2 19(2.21) 19(2.10)
障害度
　自立・J1 53(n.d.) 60＋
　J2 37(2.60) 55(1.58)
　A1 27(1.97) 37(1.69)
　A2 18(1.51) 26(1.32)
認知度
　自立 33(2.56) 54(n.d.)
　Ⅰ 28(2.04) 42(1.97)
　Ⅱ 26(2.18) 32(1.30)

注　1）　Kaplan-Meier法により25パーセンタイル値を算出
　　2）　有意性の検定にはlog-rank検定を行った
　　3）　全体では性別間の比較，その他は各特性のランク間の比較

を行った
　　4）　60＋：60カ月以上
　　5）　n.d.：算出不能
　　6）　すべての項目でADL維持期間の有意な差を認めた（ｐ＜

0.001）

表 3　観察開始時ADL別各介護サービスのADL悪化のハザード比
ハザード比（95％CI）

自立・J1 J2 A1 A2

訪問サービス 0.73(0.41-1.30) 1.02(0.78-1.33) 1.13(0.89-1.44) 0.79(0.63-1.00)†
通所サービス 1.14(0.62-2.08) 1.21(1.00-1.46)* 1.49(1.25-1.76)*** 1.24(1.04-1.48)*
短期入所サービス 0.43(0.10-1.86) 1.02(0.57-1.82) 0.85(0.54-1.34) 0.85(0.58-1.25)
福祉用具貸与 0.86(0.20-3.60) 0.93(0.63-1.38) 0.90(0.71-1.14) 0.99(0.81-1.23)

注　1）　Cox比例ハザードモデルの共変量として性別，年齢階級，認知度を投入
　　2）　ハザード比はサービス利用有を基準としたサービス利用無のADL悪化のハザード比である
　　3）　95％CI：95％信頼区間
　　4）　†ｐ＜0.1，*ｐ＜0.05，***ｐ＜0.001
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開始時ADLがJ2，A1，A2の者においては，通
所サービス利用無群は利用有群に比べてADL悪
化のリスクが有意に高い結果となった。自立・
J1で差を認めなかったことは，対象人数が少な
かった可能性も挙げられるが，ADLが高い者
においては通所サービスの利用効果が表れにく
い可能性もあると考える。河野らは庭の手入れ
などで外に出ることとADL維持が関連してい
ること5）を述べている。通所サービスでは他の
サービスとは違い，利用者を自宅ではなく施設
で支援するという特徴があり外出する機会が増
加することが考えられ，ADL維持に関連した
のではないかと考える。また，移動動作，歩行
能力の低下とADL障害が関連している16）-18）と
述べている研究が複数存在した。通所サービス
利用に伴い移動動作が増え，歩行能力の維持に
必要な動作を日常的に行うことができADL維
持につながったのではないかと考える。
　通所サービスにおいて観察開始が平成17年度
までの前期と平成18年度以降の後期による違い
を検証した結果，明らかな差はみられなかった
が，観察開始時ADLランクA1において後期の
者が前期の者に比べADL悪化のリスクが低い
傾向であった。ADLランクA1とは介助により
外出し，日中はほとんどベッドから離れて生活
すると定義されていることから，外出機会が家
庭環境に左右されやすい。ADL維持に関する先
行研究では，買い物15）や，生活スタイル11）13）-15）

など家庭環境と関連していると考えられる因子
が挙げられている。本研究で用いた介護認定審
査資料ではそれらの情報を把握することは困難
であり，前期と後期で家庭環境がどのように変
わったのかは不明であるが，通所サービス利用
無群では前期，後期間にADL維持期間に違い
がみられなかったことから，生活環境が大きく
変化したとは考えにくい。しかし，明らかな差
はみられなかったため，今後も課題としていく。
　本研究における介護サービス利用状況の把握
では，そのサービスを継続して利用していたの
かを把握していない。介護サービスの利用決定
は在宅生活をしていくなかで行われ，特に初回
申請から在宅生活の者は介護認定後に必要な

サービスを選択していく。そのため，本研究で
は 1度目の更新情報から情報を得ることで，あ
る程度在宅生活を経験した上で選択された介護
サービスを把握することができたと考える。そ
の結果，在宅生活の初期の頃に通所サービスを
利用することが，その後のADLの維持に効果
があることが明らかとなった。
　今回分析対象としたのは人口約 5万人の地域
であった。地域包括ケアシステムの構築では，
保険者が地域の特性に応じて作り上げていくこ
とが重要であるとされているため地域を絞って
分析を行った。そのため，本研究の結果は全国
的な一般化は難しいものの，この地域の現状を
表すことはできたと考える。
　本研究では，介護認定審査資料をつなぎ合わ
せてADL維持期間を算出した。このように既
存資料をつなぎ合わせることで対象者のADL
を維持している期間を算出することができ，ま
たその要因を検討することができた。また，介
護認定審査資料は全国共通のフォーマットを用
いて集められたデータであり，他の地域におい
ても容易に本研究と比較することが可能である。
このような研究が発展していくことで地域の特
性をより具体的に提示することができ，介護
サービスの効率的かつ効果的な利用につながる

表 4　 通所サービス利用の有無とADL悪化に関する前期，後
期比較

観察開始時
ADL

サービス利用有無
と観察開始 ハザード比（95％CI）

J2 利用有かつ前期 1.19(0.89-1.60)
利用有かつ後期 1.00

A1 利用有かつ前期 1.25(0.96-1.64)†
利用有かつ後期 1.00

A2
利用有かつ前期 1.13(0.87-1.47)
利用有かつ後期 1.00

J2 利用無かつ前期 1.02(0.80-1.29)
利用無かつ後期 1.00

A1 利用無かつ前期 1.06(0.85-1.32)
利用無かつ後期 1.00

A2
利用無かつ前期 0.92(0.73-1.17)
利用無かつ後期 1.00

注　1）　Cox比例ハザードモデルの共変量として性別，年齢階級，
認知度を投入

　　2）　ハザード比は利用有かつ後期，利用無かつ後期それぞれ
を基準にしたものである

　　3）　95％CI：95％信頼区間
　　4）　†ｐ＜0.1
　　5）　観察開始年度が平成17年度までの者を前期，平成18年度

以降の者を後期とした
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と考える。

Ⅴ　結　　　論

　ADLランクがJ2，A1，A2の者において在宅
生活開始時の通所サービス利用がその後の
ADL維持に有効であることが示唆された。
　通所サービス利用者において在宅生活開始年
度が前期の者と後期の者でADL維持期間の顕
著な差は認められなかった。
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